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月例給改定に関する最新状況 

―自社業績よりも労働市場動向を重視する企業が増え、 

給与水準引き上げ率は 4％超へ― 
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【セレクションアンドバリエーション オフィシャルレポート要旨】 

近年、急激な物価上昇や人材獲得競争の激化を背景に、賃金水準の見直しを迫られている

企業が多い。自社および競合他社の給与改定には、従業員や就職希望者からも注目が寄せら

れている。 

本レポートでは、厚生労働省による「賃金引上げ等の実態に関する調査」をもとに、月例

給改定に関する最新状況について調査・分析した。 

その結果、企業規模が大きくなるにつれて賃金の改定額及び改定率も増加していること

が分かった。また、産業別では、金融業，保険業や建設業、鉱業，採石業，砂利採取業では

賃金の改定額・改定率が大きい傾向にあるのに対して、福祉や教育，学習支援業では、賃金

の改定額が小さく、賃金の改定率が 3%未満と低い水準であることが判明した。 

さらに、賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移より、直近 1 年

間で「世間相場」や「物価の動向」が顕著な伸びを示していることが明らかになった。 

セレクションアンドバリエーションでは、人件費を従業員に対する投資と捉えたうえで、

自社が目指す方向性と紐づけながら、報酬改定を検討していくことが企業の持続的な成長

に繋がると考えている。 
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1. 2023 年における賃金の改定額及び改定率 

2023 年における賃金の改定額及び改定率を確認したところ、１人平均賃金の改定額は

11,961 円、１人平均賃金の改定率は 4.1%であった。2022 年と比べると、いずれも増加し
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ていることが分かった（2022 年における１人平均賃金の改定額は 9,437 円、１人平均賃金

の改定率は 3.2%）。 

なお、「１人平均賃金の改定額」とは、1 人平均賃金の改定後と改定前の差額を指す。「１

人平均賃金の改定率」とは、1 人平均賃金の改定額の改定前 1 人平均賃金に対する割合を

指す。 

続いて、企業規模別、産業別に 2023 年における賃金の改定額及び改定率を確認した。 

企業規模別に見ると、すべての規模において、昨年から 1 人あたり平均 1 万円以上の賃

金が増加している。また、企業規模が大きくなるにつれて賃金の改定額及び改定率も増加し

ている事実が読み取れた。 

 

 

産業別に見ると、業種によって賃金の改定額や改定率が大きく異なっていた。 

金融業，保険業および建設業の 2 業種では、賃金の改定額が 15,000 円を超えている（金

融業，保険業 15,465 円、建設業 15,283 円）。また、鉱業，採石業，砂利採取業では、賃金

の改定額が 5.9%となっており、昨年よりも大幅に賃金増加が行われた業種であることが分

かった。 

一方、医療，福祉および教育，学習支援業の 2 業種では、賃金の改定額が小さく、賃金の

改定率が 3%未満と低い水準であることが判明した。医療，福祉における１人平均賃金の改

定額は 6,876 円、１人平均賃金の改定率は 2.5%であった。教育，学習支援業における１人

平均賃金の改定額は 7,176 円、１人平均賃金の改定率は 2.7%であった。 
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2. 賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移についての経年比 

過去 10 年間の賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移を確認した

ところ、一貫して「企業の業績」に占める割合が最も高い。ただし、その割合は、2013 年

時点の 58.6%から 2023 年時点の 36.0%へと、徐々に低下していることが分かる。 

一方、近年割合が高まっている項目としては、「労働力の確保・定着」（2023 年時点で

16.1%）、「雇用の維持」（2023 年時点で 11.6%）が挙げられる。また、2022 年から 2023 年

にかけては、「世間相場」（2022 年時点で 3.0%、2023 年時点で 6.7%）や「物価の動向」

（2022 年時点で 1.3%、2023 年時点で 7.9%）の伸びが顕著である。 
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3. まとめ 

本レポートでは、月例給改定に関する最新状況を調査した。 

その結果、企業規模が大きくなるにつれて賃金の改定額及び改定率も増加していること

が分かった。また、産業別では、金融業，保険業や建設業、鉱業，採石業，砂利採取業では

賃金の改定額・改定率が大きい傾向にあるのに対して、福祉や教育，学習支援業では、賃金

の改定額が小さく、賃金の改定率が 3%未満と低い水準であることが判明した。 

本調査結果を踏まえると、福祉や教育，学習支援業では、業種全体として賃金改定が抑制

される傾向があると言える。社会的ニーズが高いにもかかわらず、業界全体として賃金が上

がらないという構造が続けば、当該業種における人材の定着や確保が今後ますます困難に

なるかもしれない。 

さらに、賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移より、直近 1 年

間で「世間相場」や「物価の動向」が顕著な伸びを示していることが明らかになった。 

この事実は、自社内部の成長性を鑑みて報酬を決定するだけではなく、企業を取り巻く社

会全体の動向により一層着目して報酬を決定する企業が増えていることを示唆している。

業界や労働市場全体の動向、自社がベンチマークとする競合他社の改定状況を踏まえ、自社

の報酬水準を定めていく必要があると言えるだろう。加えて、人件費をコストと見なすので

はなく、従業員に対する投資と捉えることも重要である。自社が目指す方向性と紐づけなが

ら、社内の報酬水準を検討していくことが企業の持続的な成長に繋がると考えられる。 

 

セレクションアンドバリエーションが提供する人事制度設計についてはこちらから。 

https://sele-vari.co.jp/service/ 
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